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＜1＞ 【報告・承認】昨年度成果と2019年度活動テーマ
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2018年度検討体制

⚫ ITエンジニアのスキル標準に留まらず、DXの推進に必要な人材について、非ITエンジ
ニアを含めて広くとらえ、そのあり方や課題等を検討

DX推進人材のあり方研究会
（事務局：IPA）

ITリテラシー領域

コンテンツ拡充
（事務局：IPA）

非ITエンジニアのITリテラシー
の底上げのための推進につい
て検討する

①ITリテラシースタンダードの
策定

アジャイル領域

アジャイル開発WG
（前年度より拡張して継続）
（事務局：IPA）

ベンダ／ユーザー向けアジャイル
領域に関するコンテンツ作成
（アジャイル開発/DevOps等）

①ベンダー向け成果物の普及

②ユーザー向け啓発

③アジャイル領域に関するコン
テンツ拡充（第二版作成）

データサイエンス領域

データサイエンス領域
(データサイエンス協会と連携）

ＤＸ領域

DX推進のあり方、
人材類型等の整備

DX関連調査・分析を通じ
て以下を実施する

①DX時代のチームモデル/
人材類型/マインド

の提示

②DXを阻む要因の抽出、
解決施策の提示

セキュリティ領域に関する
コンテンツを作成
(RISS-Gと連携）

セキュリティ領域

親委員会

WG

IoTソリューション領域

コンテンツ拡充

IoTソリューション領域に関する
コンテンツ作成
①IoTに係るOTと、IT-OTブ

リッジの実態調査

WG
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⚫ ICTの新たな技術等に関する基準・指針・標準の整備及び情報発信

⚫今後に向け求められるＩＴ人材の在り方に影響を及ぼし得る産業動向や技術
等に関わる調査を行うとともに、ＩＴスキル標準を継続的に見直し、順次発信

2018年度主な活動成果

・アジャイル開発の普及・ビジネスを主管する人材
へ訴求するための指針策定【参考１】
・IT-OTブリッジの推進

⇒OT側の暗黙知の形式知化する仕組みの構築

・「Reスキル講座」の審査支援【参考2】

・DX関連調査【参考3】
(公的機関として初のDX推進実態調査）
⇒人材類型や推進体制のパターン

乗り越えるべき‘壁’（阻害要因）と解決策の方向性
等

・ITリテラシースタンダード（ITLS）初版の公開
【参考4】
⇒フレームワーク

モデルカリキュラム

DX時代に向けて
の学び直し

DX推進人材の
あり方、類型の

調査

基礎的
ITリテラシーの

強化

活動テーマ 対象人材 内容

(従来の)

IT人材

DX推進人材

社会人全般
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⚫アジャイルの必要性を補足するとともに、ビジネスを主幹する側にスポットをあて、ビジネスを成功に導くた
めには、事業部側がどのように振る舞い、役割を果たすべきかを検討し、新たに以下２つを公開した。

1.「なぜ、いまアジャイルが必要か」

-概要：今の時代の問題の解法としてアジャイルが適していることを説明

2.「ビジョンとプロダクトの橋渡し」

-概要：今の時代にプロダクトを価値として届けるために「プロダクト」の責任者に求められる役割や振る

舞い方について説明

「ビジョンとプロダクトの橋渡し」より

【参考１】
ITSS+「アジャイル領域へのスキル変革の指針」の拡充

「なぜ、いまアジャイルが必要か」より
All Rights Reserved Copyright© IPA 2019 6
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【参考２】
「Ｒｅスキル講座」の制度運用に対する支援

⚫ 申請者からの事前相談（経済産業省と同席）や毎期ふりかえりを行い、DXの検討の知見に基づき、
実施要項（別表）の見直し、整合性を高める施策（申請内容の不備による未認定を防止等）を
実施することにより申請内容の質が向上した。（2018年度Reスキル認定講座受講者数累計：約700人）

「第四次産業革命スキル習得講座認定制度」（通称：Reスキル講座）は、IT・データを中心とした将
来の成長が強く見込まれ、雇用創出に貢献する分野において、社会人が高度な専門性を身に付けて
キャリアアップを図る、専門的・実践的な教育訓練講座を経済産業大臣が認定する制度。
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データをアナログのまま
扱っている状態

データが部分的に
デジタル化された状態

データが最適に
デジタル化された状態

基幹システム
パソコン
メール

IoT(センサー、LPWA)
AI、スマート端末

ビッグデータ、ロボティクス

デジタル化
（Digitize）

データの
上流

データの
下流

アナログ

デジタル

データの
上流

データの
下流

クラウド

AI

データの
上流

データの
下流

IT digital 

電話
書類
FAX

伝統的なビジネススタイル
デジタルによる

ビジネスの部分的な効率化
デジタルによる

ビジネス創出・改革

データの
上流

データの
下流

要素技術
（例）

ビジネス
スタイル

これまでのIT活用の進展の流れを踏まえると、従来のITはデータをアナログな状態から部分的にデジタル化して

きた。

ここ数年のデジタル技術の進展により、単に残されたアナログデータをデジタルに置き換えるだけではなく、デー

タをよりビジネスに最適な形でデジタル化することが可能となっている。これによりデジタルデータを前提として

新たな利益や価値を生み出すビジネスモデルへの移行、すなわちデジタルトランスフォーメーション（DX）が進

んでいる。

DXが進んだ将来には、デジタル化された様々なサービス同士が相互作用するデジタル社会が実現すると見られる。

データの
状態

デジタルトランスフォーメーション
（DX）

デジタル
社会

本調査のターゲット

クラウド

AI

Robot

IoT

＜企業内部の組織体制のパターン＞

＜アンケートからみる役割の重要性とITSS+との関係性＞

【参考３】
DX推進人材の機能と役割のあり方に関する調査

⚫我が国におけるDX推進状況の実態につき、上場企業1000社規模のアンケート及び先進取組企業
10社へのインタビュー調査を実施。当調査を通じて得られたDX推進のための人材類型や体制などの
パターンや、DX推進上の“壁”(阻害要因)とその解決策の提示などにより、DXへの取り組みを具体的
に促進させることが期待される。

＜DXの位置づけ（IT化からDXへの流れ）＞

【原因】

• PoCを正しく評価できていない（気づいた点や課題を
修正しながら、良い方向に軌道修正することなく、失
敗評価にとどまる）

• 失敗をおそれ、PoCにとどまってしまう

• PoCを始めた以上、やめられなってしまっている

• 既存事業担当メンバーが、単年度収支の観点から
意見し、本格的なデジタル投資に反発する

【解決方法】

• PoCの進め方を理解し、PoCで終わりではなく、継続
して良いものを作っていくという意識を持つ

• 事業本格化にむけて、リソースも含む意思決定は、
経営層の役割と責任のもとにおいて行う

• PoC後の評価基準（時期と成果）を定量的に明確
してから取り組みを進める

• 既存組織だけでなく、外部資本の投入による第三者
の意思決定や関与（新企業設立など）

アンケート
(n=92)※

40件（43.5％）
• 取り組んでいない:40件

41件（44.6%）
• まだ見通しはわからない:14件
• 今後の成果が見込まれている:27件

11件（12.0%）
• 既にある程度の成果が出ている:10件
• 既に十分な成果が出ている:1件

事
業
創
造

事業創造未着手

• DX推進担当者が不在

• 事業創造の必要性を感じて
いない、もしくは、必要性につ
いて検討中

• 事業創造のアイデアはあるが、
失敗リスクを潰せず進められな
い

検
討
が

進
ま
な
い
壁

事
業
が

本
格
化
し
な
い
壁

事業創造初期段階

• PoCがうまく行かず中止

• PoC後の説明に時間がかかり、
検討がとまっている

• PoCを継続し、一向に次に進
めない

• PoCが乱立し、どれを選択して
よいかわからない

事業創造本格化

• DXによる新規事業が立ち上
がっている

• 新規事業が成果を生み出し
ている（利益を生み出してい
る）

＜DXの取り組みの壁と解決方法案：事業が本格化しない壁＞

◼企業等の組織においてDXを推進する際、組織内部の体制（内部組織体制）も、重要なポイント

の一つである。

◼本調査の結果を踏まえると、その組織における取り組みの内容や取り組み方によって、DXを推

進する際の組織内部の体制は、主に以下のようなパターンに区分することができる。

組
織
新
設
型

既
存
組
織
推
進
型

③ DX企業新設型① 独立事業部門型

⑤ IT部門推進型④ 企画部門推進型

経営層

事
業
部
門

事
業
部
門

・
・
部
門

Ｉ
Ｔ
部
門

Ｄ
Ｘ
推
進
部
門

経営層

事
業
部
門

事
業
部
門

Ｄ
Ｘ
推
進
企
業

・
・
部
門

Ｉ
Ｔ
部
門

経営層

事
業
部
門

事
業
部
門

・
・
部
門

Ｉ
Ｔ
部
門

DX推進部門

DX推進部門

② 全社企画・支援型

経営層

経
営
企
画
部
門
等

Ｉ
Ｔ
部
門

Ｄ
Ｘ
推
進
機
能

・
・
部
門

事
業
部
門

⑥ その他部門推進型

経営層

Ｉ
Ｔ
部
門

研
究
開
発
部
門
等

Ｄ
Ｘ
推
進
機
能

事
業
部
門

・
・
部
門

経営層

事
業
部
門

事
業
部
門

・
・
部
門

情
シ
ス
部
門
等

Ｄ
Ｘ
推
進
機
能

凡例
△:要素を一部含む、◯:特定した役割で一定の記述あり、
◎:完全一致

△
情報

セキュリティデザイン

△
情報セキュリティ

アドミニストレーション

◼ 役割の重要度を見ると、プロデューサーとビジネスデザイナーが非常に重要という回答が50%を超える結果となった。これらのスキ
ルは、ITSS+の各領域で一部含まれるものの、DXの観点から必要な役割として再整理が求められていると考えられる。

◼ ついでアーキテクトについては、ITSS/ITSS+で一定の定義がなされており、またデータサイエンティスト/AIエンジニアについても
ITSS+で既に整理済となっている。

◼ UXデザイナーは重要度では決して高くないが、ITSS＋における記載が少なく、今後整理が求められる役割と考えられる。

非常に重要
ある程度重
要

それほど重
要ではない

アン
ケート
合計

プロデューサー
（プログラムマネージャー）

ビジネスデザイナー
（含むマーケティング）

アーキテクト

データサイエンティスト/
AIエンジニア

ＵＸデザイナー

エンジニア/プログラマ

その他

45件
(56.3%)

24件
(30.0%)

11件
(13.8%)

48件
(59.3%)

23件
(28.4%)

10件
(12.3%)

33件
(41.8%)

31件
(39.2%)

15件
(19.0%)

35件
(44.9%)

29件
(37.2%)

14件
(17.9%)

17件
(21.8%)

36件
(46.2%)

25件
(32.1%)

22件
(28.2%)

33件
(42.3%)

23件
(29.5%)

2件
(3.0%)

4件
(6.1%)

60件
(90.9%)

80件

81件

79件

78件

78件

78件

66件

DXやデジタルビジネスの実
現を主導するリーダー格の
人材（CDO含む）

DXやデジタルビジネスの企
画・立案・推進等を担う人
材

DXやデジタルビジネスに関
するシステムを設計できる人
材

DXに関するデジタル技術
（AI・IoT等）やデータ解
析に精通した人材

DXやデジタルビジネスに関
するシステムのユーザー向け
デザインを担当する人材

上記以外にデジタルシステ
ムの実装やインフラ構築等
を担う人材

その他

IoTソリュー
ション領域

アジャイ
ル領域

データサ
イエンス
領域

セキュリ
ティ領域

ITSS+との関係重要度

人材の呼称例
・イメージ

人材の役割

◯
ビジネスストラテジスト、
プロジェクトマネジャー

◯
プロダクト
オーナー

△
ビジネス

△
情報リスク
ストラテジ

◯
ビジネスストラテジスト

◯
プロダクト
オーナー

△
ビジネス ー

◯
アーキテクト

△
開発チーム

◯
データ

エンジニアリング

◯
データサイエンティスト

△
開発チーム ◎

△
デジタル

フォレンジクス

ー ー ー ー

◯
アプリケーションエンジニア、
エッジ/組込エンジニア

△
データ

エンジニアリング

ー ー ー ー

◯
開発チーム

凡例
黄色：50%以上、薄黄色：40%以上
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【参考４】
ITリテラシースタンダード（ITLS）

⚫ ITリテラシーを、「社会におけるIT分野での事象や情報等を正しく理解し、関係者とコミュニケートして、

業務等を効率的・効果的に利用・推進できるための知識、技能、活用力」と定義し、企業の事業部門

やスタッフ部門などで勤務する非IT技術者に求められるIT知識や技能、情報活用能力とその領域を示

したことで、将来の事業成長や競争力強化に向けたビジネスの改善・刷新と効果的なIT活用・投資に

つながることが期待される。

■必要な知識領域の整理

■ITLSの構成

ＩＴリテラシー

社会におけるＩＴ分野での事象や情報等を正しく理解し、関係者とコミュニケートして、業務等を効率的・効果的に利用・推進できるための知識、技能、活用力

Ａ．ＩＴの動向 Ｂ．ビジネスの改善・刷新 Ｃ．リスク対応 Ｄ．ITへの投資

A1. ITの潮流とビ

ジネスへの影響

A2. 各種情報シス

テムの特徴

A3. サービスやソ

フトウェア・ハー

ドウェアの選択と

適用

B1. 情報の取得・

分析

B2. 改善・刷新の

実施

B3. 操作・表現の

技術

C1. 規程・方針 C2. 脅威 C3. 対策 D1. 開発・運用の

技術

D2. IT関連法規 D3. コンピュータ

科学

・シェアリングエ

コノミーやサブス

クリプション方式

など新たなビジネ

ス形態やテレワー

クなどの新たな

ワークスタイル

・経営戦略を支援

する情報システム

の戦略の目的とシ

ステムの特徴や考

え方

・システムを構成

するサービスやソ

フトウェアの特徴

・情報の検索・取

得、整理、分析、

編集、発信などリ

サーチの基本的な

考え方、方法

・コンピュータ及

びネットワークを

利用した業務の自

動化、効率化の目

的、考え方、方法

・データの可視

化、業務フローな

ど業務を把握する

際のビジュアル表

現

・セキュリティ関

連法規(サイバー

セキュリティ基本

法、不正アクセス

禁止法など)、不

正競争防止法（営

業秘密）、情報セ

キュリティポリシ

・情報セキュリ

ティの概念の理

解、代表的な情報

資産の種類とこれ

らに対応する人

的・技術的・物理

的脅威と脆弱性

・情報セキュリ

ティに関する人

的・技術的・物理

的セキュリティ対

策の基本的な考え

方

・要件定義、シス

テム設計、プログ

ラミング、テス

ト、ソフトウェア

保守などシステム

開発のプロセスの

基本的な流れ

・知的財産権(著

作権法、産業財産

権関連法規など)

・システムの構

成、処理形態、利

用形態の特徴

・AI、IoTの基本

的な考え方、社会

や身近な業務での

使われ方

・経営を支援する

各種管理システム

の基本的な考え方

・システムを構成

するハードウェア

の特徴

・業務データの分

析や整理を行うた

めの統計・分析手

法、データ及び

データ構造の基本

的な考え方

・コミュニケー

ションにおけるグ

ループウェアや

SNSなどの効果的

な利用

・オフィスツール

などのソフトウェ

アの特徴と基本操

作、論理的で効果

的なレポート作成

と発信の考え方

・コンプライアン

ス、コーポレート

ガバナンスなど、

企業の規範の考え

方

・情報技術等を悪

用するなどの代表

的な攻撃手法の種

類とこれらへの対

策の概要

・リスクマネジメ

ントの流れと情報

セキュリティマネ

ジメントシステム

(ISMS)の考え方

・アジャイルなど

をはじめとする、

代表的な開発モデ

ルや開発手法に関

する意義や目的

・各種契約

(NDA、SLA、ラ

イセンス)など、

取引に関連する法

規(下請法、PL法

など)

・システムの性

能・信頼性・経済

性（費用対効果）

・クラウドコン

ピューティングな

ど代表的なサービ

スを通じたソ

リューションビジ

ネス

・各種ビジネス分

野での代表的なシ

ステムの特徴や考

え方

・ライセンス形

態、ライセンス管

理など、ソフト

ウェアライセンス

の考え方、特徴

・情報システムに

蓄積されたデータ

の操作・分析、担

当業務における業

務改善や問題解決

への活用

・業務モデルにお

ける代表的なモデ

リングの考え方

・職場でシステム

を活用する観点で

のファイル管理の

考え方と基本的な

機能の使い方

・個人情報保護の

必要性、関連する

法律、個人情報保

護方針（プライバ

シポリシ）

・利用により生じ

る人為的ミス

(ヒューマンエ

ラー)に起因する

脅威と対策の想定

・IoTシステムの

情報セキュリティ

を維持するための

各種の指針・ガイ

ドラインが推奨し

ている事項

・プロジェクトや

プロダクトのマネ

ジメントの意義、

目的、考え方、手

法

・労働基準法、労

働者派遣法など、

労働に関する法規

・クラウド利用を

前提としたアーキ

テクチャ、オープ

ンソースソフト

ウェア(OSS)の特

徴

＜習得・活用度＞ ※ 上記のほか知識の詳細は「ITLSモデルカリキュラム」を参照

　【１級】　上記における各領域に関する知識を横断的に活用し、実務の場でリーダーシップを発揮できる。

　【２級】　上記「Ａ．ITの動向」領域に関する知識を前提とし、必要に応じて他領域の一部の知識を適宜選択・活用しながら実務に対応できる。
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第四期中期計画/2019年度計画（抜粋）

●第四期中期計画
３．ＩＣＴに関する新しい流れを常に捉え、発信していく機能の強化
（２）ＩＣＴの新たな技術等に関する客観的な基準・指針・標準の整備及び情報発信

⑤第４次産業革命への対応に向けて、求められる人材や喫緊性等の「見える化」を図るため、今後に向け求められるＩＴ人
材の在り方に影響を及ぼし得る産業動向や技術等に関わる調査を行うとともに、ＩＴスキル標準（ＩＴＳＳ）を継続的に
見直し、順次発信する。また、これらの取組を通じ専門的な知見を有する立場から、経済産業省が行う「第四次産業革命ス
キル習得講座認定制度」（通称：「Ｒｅスキル講座」）の制度運用を支援する

●2019年度計画
３．ＩＣＴに関する新しい流れを常に捉え、発信していく機能の強化
（２）ＩＣＴの新たな技術等に関する客観的な基準・指針・標準の整備及び情報発信

（２－５）ITスキル標準の継続改善
①DXに向けたスキル変革に資する新たなＩＴスキル標準の拡充を図るため、ＩＴエンジニアの学び直し領域に関するアジャイ
ル推進人材の育成手法の検討、関連団体との整合化を考慮したセキュリティ領域の更なる改善、DXに対応する人材の機能
とスキルの明確化、及び当該人材が必要とする観点からスキル・知識の内容の再構築とメンテナンスを行う。

②将来の成長や競争力強化に向けたビジネスの改善・刷新と効果的なIT活用・投資の促進に資するITリテラシースタンダード
（ITLS）の拡充を図るため、昨年度の成果をベースに、実務をリードする観点から非IT技術者に求められるIT知識や技能、
情報活用能力の検討を行う。またモデルカリキュラムのバリエーションを拡充する。

③ＩＴスキル標準の検討を通じた専門的な知見を活用し、経済産業省が行う「第四次産業革命スキル習得講座認定制度」
（通称：「Reスキル講座」）の制度運用に対して必要な支援を行う。
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⚫ ICTの新たな技術等に関する基準・指針・標準の整備及び情報発信

⚫今後に向け求められるＩＴ人材の在り方に影響を及ぼし得る産業動向や技術
等に関わる調査を行うとともに、ＩＴスキル標準を継続的に見直し、順次発信

201９年度主な活動テーマ

・アジャイル関連情報のビジネスを主管する人材
への周知、既存資料の刷新
・アジャイル導入効果訴求のための調査、公開
・学び直しのための場の提供（Future Center等）

・データサイエンス領域/セキュリティ領域見直し

・「Reスキル講座」の審査支援

・2018年度DX調査結果の周知
（特に、経営層やIT人材個人に対する意識付け）

・DX推進モデルのブラッシュアップ
（事例拡充、人材類型別コンピテンシー整理、等）

・ ITリテラシースタンダード（ITLS）初版の見直し

DX時代に向けて
の学び直し

DX推進実態
の深堀

ITリテラシーの
強化

活動テーマ 対象人材 内容（案）

(従来の)

IT人材

DX対応人材

社会人全般

11

DX時代の
人材の変革

・人材需給実態把握
（人材流動マップ整備、人材需給予測モデルの検証）

・人材流動化促進施策の検討
（DX適性アセスメントツール検討、等）
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【参考】
実施項目の関連

現状把握 施策検討 実施・普及 評価・改善

ITSS+見直し

ITLSの整備
・フレームワーク

・モデルカリキュラム

DX推進実態調査
・DX推進阻害要因と解決策整理

・DX推進モデル策定組
織
視
点

個
人
視
点

・Ｉ
Ｔ
人
材
の
学
び
直
し

・Ｉ
Ｔ
リ
テ
ラ
シ
ー
向
上

・
Ｄ
Ｘ
取
組
み
推
進

人
材
需
給
改
善
／
人
材
流
動
化
促
進

テーマ

Reスキル講座拡充

ITLS見直し

2019年度
実施事項

2019以降
実施事項

2018年度
実施事項

施策の展開

DX人材需給状況調査
・人材流動マップ整備
・人材需給予測モデル
の検証

DX適性アセスメ
ントツール検討

人材流動化促進
施策の検討

ITSS+見直し

・Reスキル講座拡充
・新スキル体系案策定

⇒別表見直し

デ
ジ

タ
ル

革
新

に
よ

る
社

会
課

題
、
ビ

ジ
ネ

ス
課

題
の

解
決

調査結果の普及
DX推進モデル拡充

・事例追加
・パターン化

S
o
c
ie

ty
 5

.0

の
実
現
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2019年度 検討体制

⚫昨年度に引き続き、対象人材をITエンジニアのみに留めず、ビジネス遂行部門に所
属する非ITエンジニアを含め、そのあり方や課題等を検討

DXに対応する人材のあり方研究会
（事務局：IPA）

親委員会

ITリテラシー領域

コンテンツ拡充
（事務局：IPA）

非ITエンジニアのITリテラ
シーの底上げのための推進に
ついて検討する

①ITリテラシースタンダードの
見直し

アジャイル領域

ビジネスを主管する
人材への本格展開
（事務局：IPA）

① 2018年度活動成果
の普及

②資料の刷新、公開

③アジャイル導入効果訴
求のための調査、公開

④実践の場の検討、試行

データサイエンス領域

コンテンツ拡充
(データサイエンス協会と連携）

①スキルリスト、タスクリスト
のアップデイト

②解説の充実

ＤＸ領域

DX推進のあり方、
人材類型等の整備

2018年度結果を踏まえ
以下を実施。

①2018年度活動成果
の普及

②DX推進実態の深堀

③DX適性評価手法の
検討

④人材需給実態の把握
とギャップ解消策検討 コンテンツ刷新

①米国NISTのﾌﾚｰﾑﾜｰｸ等
を参照

②支援士ｽｷｰﾑとの関連強化

セキュリティ領域

WG

IoTソリューション領域

DX領域と統合

WG

WG
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No 区分 氏名 所属

1 委員長 室井 雅博
元 株式会社野村総合研究所 副会長

（第四次産業革命に対応した新スキル標準検討WG 座長）

２ 委員 田口 潤

特定非営利活動法人 ITスキル研究フォーラム（iSRF）理事長
株式会社インプレス IT Leaders編集部 編集主幹
兼 プロデューサー
（第四次産業革命に対応した新スキル標準検討WG メンバー）

３ 委員 神岡 太郎
一橋大学 経営管理研究科 教授

（CDO Club Japan 顧問）

４ 委員 木内 里美
特定非営利活動法人 ビジネスシステムイニシアティブ協会
(BSIA)理事長
株式会社オラン ファウンダー 代表

※テーマに応じて出席者を適宜追加

＜参考＞DXに対応する人材のあり方研究会：委員
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開催計画（現時点案）

回 時期 主な議題

１
2019年5月
（持ち回り開催）

• 昨年度成果と2019年度活動計画案
• 新スキル体系及びReスキル講座別表の見直し案、チャネル開拓

2 2019年7月4日

3 2019年9月中旬 • 【報告】中間報告1

4 2019年11月 • 【報告】中間報告2

5 2020年1月 • 【報告】2019年度活動結果、成果物の最終報告

スキル変革セミナー
※＜４＞にてご説明
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